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研究要旨 

【背景と目的】第７次医療計画から、へき地医療の計画は都道府県の医療計画の中に一本化された。へき

地医療と都道府県全体の医療関連特性の関係を検討することが必要である。医療施設への到達しやすさ、

すなわち医療アクセシビリティの特性と無医地区の設置状況との関係性は基本的な検討事項と思われる。 

【方法】統計情報と地理情報システム(GIS)を用い、都道府県別に、医療機関へのアクセシビリティ（医療

アクセシビリティ）の状況を観察した。計測においては道路距離を用い、自動車移動で医療機関に到達す

る 30分圏を設け、医療アクセシビリティの難易の程度に関して推計した。距離（最大,中央,平均,標準偏

差）や 30分圏人口の推計値と無医地区数との相関を検定した。 

【結果】都道府県別の医療施設までの距離について、人口 500mメッシュ中心から医療施設までの人口を考

慮した距離計測値の結果から、都道府県差が明らかになった。都道府県の各種推計値と無医地区数の相関

では、距離ならびに 30分圏外人口と無医地区数との間に正相関がみられた。 

【結論】都道府県の全般的な距離特性や人口分布は、無医地区というへき地の医療の提供とも部分的に関

連している。へき地医療については、へき地に特化して計画する面に加えて、都道府県の医療提供と併せ

て整備する必要性が示唆される。 

 

Ａ．研究目的 

医療に対するアクセシビリティの担保は、へき地

医療において特に重要な課題と認識されてきた。わ

が国では超高齢化や人口減少がみられ、また医療従

事者の配置や医療の高度専門化等の背景もあって、

時代に合わせた医療提供体制の構築が求められる

ようになっている。医療施設へのアクセシビリティ

は各都道府県レベルの課題と言える。 

第７次医療計画から、へき地医療の計画は都道府

県の医療計画の中に一本化されている。今回、へき

地医療と都道府県全体の医療関連特性の関係を検

討することにした。医療機関（施設）への到達しや

すさ、すなわち医療アクセシビリティの特性と無医

地区の設置状況との関係性は基本的な検討事項で

ある。 

 

 

Ｂ．研究方法 

統計データと地理情報システム(Geographic 

Information System、以下、GIS)を用いて、医療施

設への到達しやすさ、すなわちアクセシビリティの

状況を推計した。アクセシビリティについては，人

口 500mメッシュ中心から医療施設までの人口を加

味した道路距離の計測値や、30 分圏人口の推計値

と無医地区（厚生労働省の定義による）の数との相

関を検定した。相関の検定では p＜0.05を有意とし

た。 

 

Ｂ.１ 対象の地域と医療施設  

 地域は、離島（本州と道路で繋がらない地域とす

る）を除いた日本全国を対象にした。対象の医療施

設は H29医療施設静態調査（厚生労働省）に記載さ
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れた診療所と病院とし、「一般診療業務を主とする」、

「活動中か休診が 1年未満」、「外来受診を受け入

れていると判断できる（高齢者施設や会社医務室等

を除く）」に該当する医療施設を対象とした。 

 

Ｂ．２ 道路距離による医療施設へのアクセシビリティ  

 筆者らの先行研究参考文献１)、学会発表)により、道路距離

を以ってへき地医療を評価する意義が示されている。

今回も道路距離で医療アクセシビリティを計測した。 

 

Ｂ．３ 分析  

 分析の基準になる居住者分布は、2020 年国勢調

査を基に作成した 500ｍメッシュ人口を使用する。

この人口メッシュをもとに、全国の都道府県を対象

に、人口メッシュの中心点から医療施設までの距離

を計測した（図１)。 

 医療アクセシビリティが困難であると考えられ

る地域として、病院から 30分圏域外の診療所、お

よびメッシュ人口を操作的に算出した。これは、「病

院から 30分圏外(表１)の診療所では、将来的な周

辺人口の減少に伴い運営形態に変化がある（限定的

な診療日、オンライン診療の活用等）」という仮定

の下で、30分圏（圏域）外の人口を都道府県別に求

めた。なお、30分圏外メッシュ数は、医療アクセシ

ビリティに困難さを示し得る 500ｍメッシュの有

人メッシュの数値で、人口密度の低いことを意味す

る。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、統計情報のみを利用した研究ではある

が、自治医科大学医学系倫理審査委員会の承認（臨 

大 21-066）および宇都宮大学のヒトを対象とする

研究倫理審査委員会での承認（H21-0086）を得た上

で実施された。 

 

Ｃ．研究結果 

Ｃ．１ 最寄り医療施設へのアクセシビリティ分析   

 表２に各都道府県の最寄り医療施設までのアク

セシビリティの基本統計量を示す。項目は、都道府

県別に、医療機関までの距離については、最小、最

大、中央、平均、標準偏差）を主に求めた。また、

30分圏外人口、無医地区数を併せて表示した。 

 最大値をみると、静岡県と大阪府で約 65,000ｍ

の差があった。中央値をみると、北海道や岩手県、

福島県、高知県において 3,000ｍを超えていた。計

図１ 最寄の医療施設の選択 

表１ 30分圏の算定方式 
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測した距離から判断すると、医療アクセシビリティ

が、比較的困難な状況にあると推定された。標準偏

差をみると、北海道や岩手県、高知県、宮崎県をは

じめとして比較的大きい値がみられた。同一県内で

のアクセシビリティの幅が大きい可能性がある。 

 30 分圏外人口において、青森県や福島県では

9,000人超であり、他の地域よりも多い状況が推計

された。無医地区の数をみると、北海道や広島県で

は比較的多く設定されていた。 

 

 

Ｃ.２ 距離指標と無医地区数の相関 

 都道府県別の距離や人口の各種項目と、無医地区

数について相関分析を行った。代表的な結果を表３

に示す。相関係数を参照すると、30 分圏外メッシ

ュ数と無医地区数には正相関があった。医療機関ま

での距離の最大値、中央値、平均値、標準偏差と無

医地区数にも表中に示す相関が見られた。 

 

 

 

Ｄ．考察 

 最寄り医療施設までのアクセシビリティを推計

したところ、その道路距離の計測結果から、各都道

府県間の差が観察できた。県内での医療アクセシビ

リティにも差が推測されるところもある。ただし、

離島に多くの居住者がいる地域について、今回は分

析に含まれていない点には留意が必要である。 

 都道府県の各種推計値と無医地区数の相関を検

定したところ、距離や人口メッシュの推計値と無医

地区数との間には、30 分圏外メッシュ数と有意な

正相関がみられた。その相関は強くはないとしても、

都道府県の全体な医療アクセシビリティは、無医地

区という過疎地やへき地の医療提供とも部分的に

関連していることがうかがえた。 

 へき地医療の提供については、へき地に特化して

計画することが重要である。そして、同計画におい

ては、都道府県の医療提供体制とも併せて検討する

必要性を、今回の結果は部分的ではあるが示唆して

いると思われる。第７次医療計画の際に、都道府県

表２ 居住地から最寄の医療施設までのアクセシビリティに関する基本統計量 

表３ 都道府県別の無医地区数と各項目との相関係数 

項目 相関係数 

30分圏外人口 0.30 

30分圏外メッシュ数 0.65 

距離_最大値（ｍ） 0.35 

距離_中央値（ｍ） 0.57 

距離_平均値（ｍ） 0.57 

距離_標準偏差 0.52 

 相関係数：いずれも p<0.05 
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の医療計画に、従来のへき地の保健医療計画を統合

して取り扱うことになったが、その際に、へき地医

療計画を他の分野の計画とも照合しながら進める

方向性が考えられていた。この考えを部分的に支持

する結果とも言えるかもしれない。いずれにしても、

医療アクセシビリティに関する検討項目は多様で

あり、都道府県全体とへき地に関する同検討を蓄積

する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

都道府県別の医療施設までの距離の計測結果から、

都道府県の医療アクセシビリティの差が明らかに

なった。また、大都市圏以外において、アクセシビ

リティが困難になる様子が示された。都道府県の医

療アクセシビリティはへき地医療の提供とも関連

していると考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

2．学会発表 

1)亀谷瑞熙、佐藤栄治、鈴木達也、小谷和彦、地域

特性を反映した到達圏による無医地区の評価に

関する研究，日本建築学会大会学術講演梗概集、

2023年9月． 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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